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パート１
2025年問題と

地域医療介護一括法



団塊世代
700万人



東
京

東京、神奈川、千葉、埼玉
愛知

大阪福岡

高齢化の６０％が都市部で起きる



2025年
149兆円

2012年度
109.5兆円

ＧＤＰ対比
22.8％



地域医療介護一括法



地地域包括ケアシステム同時進行

病床の機能分化
と連携



地域医療・介護一括法成立可決（2014年6月18日）

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るための
基金を都道府県に創設（2014年度）

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導入
（2014年10月）

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整（2015
年4月）

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10月）

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階的
に）

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月）

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月）

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月）

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月）

医
療

介
護

(カッコ内は施行時期）

2014年6月18日
可決成立



2014年5月14 日衆院
厚生労働委員会で
強行採決！



強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課題」



パート２
地域包括ケアシステムと
都市の在宅医不足



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れた地
域で、その人らしい自立した生活を送
ることができるよう、医療、介護、予防
、生活支援、住まいを包括的かつ継続
的に提供するシステム
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシステム
の姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要
介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります
。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高
齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域

の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

認知症の人

平成２５年 地域包括ケアシステム
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医療が変わる

20世紀 21世紀

人口 増大・若者 減少・高齢化

疾患 単一疾患 複数疾患、退行性疾患

目標 治癒、救命 機能改善、生活支援

目的 治す医療 支える医療

場所 病院 地域

医療資源投入 多量 中等度



在宅療養支援診療所・病院



湘南なぎさ診療所

在宅療養支援診療所





東京

首都圏に在宅医療が足りない！



2025年へ向けて都市部での
在宅医の不足が課題！



地域包括ケアシステムには
多職種連携が欠かせない

ICTの活用



高度にセキュアな

SNSを用いた
新たな在宅医療・介護コミュニケーション

メディカルケアステーションの試み

今、在宅医療・介護
連携にSNSが注目！

伊東学氏





医療・介護関係者向けヘルスケア
専用SNSの提供開始について

～ソフトバンクテレコム、日本エンブレース、JRCエンジニアリングの3社は、
医療・介護関係者と患者・家族をつなぐSNSを提供し、医療・介護現場のIT化を支援～







豊島区医師会 土屋淳郎先生





ＳＮＳで変化したこと
• 多職種が同じ場で、フラットな立場でデイスカッションが可能と
なった
– ケアマネの9割以上が「医師に相談しにくい」と言う

• 在宅医療の専門職以外の人たちが連携チームに加われるよ
うになった

– 病院スタッフ、行政、保健所、福祉用具、保険薬局、ボランテイア、友
人、家族など

• 招待メンバーは、誰でもいつでも情報共有が可能

• 他のメンバー同士のやりとりが分かるようになった

• 訪問前の状況チェックができるようになった。

• メンバー間の信頼感が増した

• 介護職やケアマネの不安感が減った

• 医療職、介護職のモチベーションが高まった。

なによりもSNS
はローコスト！



パート３
地方の医師不足そのワケ

日本の医療は西高東低



人口千人当たりの世界の医師数
2011年



都道府県別人口10万人当たりの医師分布



医師分布は明らかに西高東低
何故か？



1868年 - 1869年

https://ja.wikipedia.org/wiki/1868%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1869%E5%B9%B4


人口10万人当たりの医学部数
人口当たりの医学部数は
西高東低



医学部の多い県に医師が多い



戊辰戦争の影響

• 戊辰戦争

–明治新政府（西南雄藩）と旧徳川幕府勢力との内戦

• 明治新政府の医科大学政策

–戊辰戦争に勝利した明治新政府は新政府に味方し
た都道府県を中心に医学部を作った

• 医師は医学部のある都市に集まる

–日本の医師や病院の分布は西高東低



わが国の医師需給政策

抑制策と増加策が交互する



1970年～1983年

1986年～1998年



1998年

2006年～2017年

2016年 東北医科薬科大学新設（宮城）
2017年 国際医療福祉大学医学部新設（千葉）



国家戦略特区「国際医療学園都市構想」 成田市に
医学部を！

2017年4月医学部開講



医師不足の県に医学部を
創設する！

西高東低の医師分布を是正する



相対的医師不足



パート４
地方における医師確保と定着



最近の地方における医師確保

地域ワクによる医師リクルート





2010年より









地域連携推進法人への期待



医療法人制度・社会法人制度の見直し

• 医療法人等の間の競合を避け、地域における医療・介護サービスのネッ
トワーク化を図るためには、当事者間の競争よりも協調が必要であり、
その際、医療法人等が容易に再編・統合できるよう制度の見直しを行うことが
重要である。

• このため、医療法人制度・社会福祉法人制度について非営利性や公共性の
堅持を前提としつつ、機能の分化・連携の推進に資するよう、例えばホー
ルディングカンパニーの枠組みのような法人間の合併や権利の移転等を速や
かに行うことができる道を開くための制度改正を検討する必要がある。

・複数の医療法人がグループ化すれば、病床や診療科の設定、医療機器の設置
、人事、医療事務、仕入れ等を統合して行うことができ、医療資源の適正な
配置・効率的な活用を期待することができる。



地域連携ネットワークから地域統合ネットワークへ

Ｊk

地域統合ネットワーク

共同購買
GPO

クラウド
電子カルテ

日本版ＩＨＮ
半径５０Ｋｍ~１００Km 圏内に急性期病院、

回復期リハ病院、慢性期病院、診療所、
介護福祉施設、大学の統合ネットワーク
（ＩＨＮ）を形成、売り上げ1000億～2000億
円規模

非営利ホールデイ
ングカンパニー

今後



医療法人の事業展開等に関する検討会

２０１３年１１月









岩手県には25県立病院と
11市町村立病院がある

自治体病院を中心とした
地域連携推進法人を形成してはどうだろうか？
医師人材の集中を図ってはどうだろうか？
地方における医師確保と定着のカギとなるのでは？



２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！～

• 武藤正樹著

• 医学通信社

• Ａ５判 ２７０頁、２８００円

• 地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ向
けての医療・介護トピックスetc

• 2015年9月発刊



まとめと提言

・医療介護一括法は、団塊世代700万人が後期高齢者となる
2025年へむけて法制基盤

・2025年、都市部では在宅医不足、地方では医師不足

・解決のカギは地域包括ケアシステムと多職種連携、ICT

・地方においては、地域ワクによる医師リクルート、医療機関
の経営統合と医師人材の集中化

・医師の西から東への医学部新設を通じた移転

・



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

